
令和４年度 実地指導における主な指摘・助言事項等一覧

令和４年度に実施した実地指導において、指摘・助言が多かった事項のうち主な事項は

以下のとおりです。

その多くが、これまでの集団指導等で繰り返し、御説明している事項です。しかしなが

ら、改善できていない事業所、報酬の返還が必要となる事業所が後を絶ちません。

今後同様の指摘・助言を受けることがないよう、適正な事業運営の参考としてください。

なお、今年度の集団指導で取り上げている事項については、備考欄に該当ページを記載し

ましたので活用ください。

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録

サービスを提供するごとに必要な

事項の記録を行っていない。また、

そのことについて、利用者側から

確認を受けていない。

サービスの提供に係る適切な手続きを

確保する観点から、サービスを提供した

際には、提供日、内容その他必要な事項

をサービス提供の都度記録し、利用者か

ら確認を得てください。

個
別
支
援
計
画

サービス等利用計画があることを

理由に個別支援計画の作成を行っ

ていない。

サービス等利用計画は個別支援計画の

代わりではないので、適切な方法により

個別支援計画を作成すること。

p.78

アセスメントやモニタリングのた

めの面接をサービス管理責任者又

は児童発達支援管理責任者ではな

く、事業所・施設の生活支援員や

指導員等が実施している。

アセスメントやモニタリングのための

面接は、サービス管理責任者又は児童発

達支援管理責任者が行うこと。

個別支援計画が作成されないま

ま、サービス提供を行っている。

サービス提供は個別支援計画に基づき

行うこと。また、利用契約締結後、速や

かに個別支援計画を作成すること。

個別支援計画の見直しは、運営基

準に定められた期間内に１回以上

行わなければならないが、これを

行っていない。

個別支援計画の見直しは、運営基準に定

められた期間内に１回以上行うこと。

計画について利用者から同意を得

ていない。

計画を作成・更新した場合には、速やか

に利用者又はその家族に対して説明し、

同意を得て交付すること。
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サービス管理責任者が個別支援計

画の作成に係る会議を開催してお

らず、個別支援計画の原案の内容

について担当者等から意見を求め

ていない。

サービス管理責任者は、個別支援計画の

作成に係る会議を開催し、個別支援計画

の原案の内容について、サービスの提供

に当たる担当者等から意見を求めるこ

と。

個
別
支
援
計
画

個別支援計画に対する評価・モニ

タリングが行われていない。

計画期間が終了するまでに、少なくとも

１回は計画の実施状況の把握、目標達成

の度合いや利用者等の満足度、サービス

内容等について評価を行い、その内容を

利用者等に説明をすること。

P.78

運
営
規
程

運営規程に、県規則が定める必要

事項（虐待防止に関する事項規定、

利用者等から支払いを受ける費用

とその額等）が記載されていない。

また、実際に利用者から徴収して

いる金額と運営規程に記載の金額

が異なっている。

運営規程を変更し、変更後10日以内に変

更届を提出すること。

非
常
災
害
対
策

地震、風水害等に対処するための計

画が作成されていない。

地震・火災・風水害等想定される非常災

害に対する具体的な計画を作成し、非常

災害時の関係機関への通報及び連絡体制

を整備し、それらを定期的に従業者へ周

知するとともに、定期的に避難、救出、

その他必要な訓練を行うこと。

p.32~

P.34

p.92~

94

非常災害対策について、風水害、地

震等の災害に対処するための計画

は策定されていたが、避難経路の作

成がない等、内容に不備がある。

避難訓練が実施されていない。

避難確保計画が作成されていな

い。

洪水浸水想定区域内又は土砂災害警戒

区域内の施設について、避難確保計画の

作成、避難訓練の実施等が義務付けられ

ているため、早急に義務の履行をするこ

と。

法
廷
利
用
者
負
担
額
の
受
領

法令に基づき、利用者から支払い

を受けるべき額（法定利用者負担

額）が生じているにも関わらず、

当該法定利用者負担額の支払いを

受けていない。

法令に基づき、支給市町で決定した法定

利用者負担額の支払いを受けること。

但し、就労継続支援Ａ型事業所において

は、必要な届出を行えば、法定利用者負

担額の支払いを受けなくても可。

p.62

p.97

法定代理受領額を通知していな

い。

法定代理受領により市町から給付費の

支給を受けた場合は、支給決定障害者に

給付費等の額を通知すること。
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領
収
証

利用者等に領収証を交付していな

い。

厚生労働大臣が定める基準により算定し

た費用の額、食事の提供に要した費用の

額等について、それぞれ個別の費用ごと

に区分し記載した領収証を利用者に交付

すること。

p.97
領収証に費用の明細が記載されて

いない。

掲
示

運営規程の概要（重要事項説明書）

を掲示していない。

運営規程の概要、従業者の勤務体制など

の利用申込者のサービス選択に資すると

認められる重要事項を掲示すること。※

請求関係届出事項（介護給付費等の算定

に係る体制等状況一覧表等）、障害福祉サ

ービス等情報公表システムの内容の掲

示・公開をすること。

p.17~

p.18

p.97

目
標
工
賃
等
の
通
知

年度ごとに工賃の目標水準を設定

していない。

就労継続支援Ｂ型事業では、年度ごとに

工賃の目標水準を設定し、当該年度の工

賃の目標水準や前年度に利用者に対し支

払われた工賃の平均額を利用者に通知す

ること。

当該年度の工賃の目標水準や前年度に

利用者に対し支払われた工賃の平均額

が利用者に通知されていない。

身
体
拘
束
等
の
禁
止

身体拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会の開催、身体拘束

等の適正化のための指針の整備、従

業者への定期的な研修を実施して

いない。

以下の措置を速やかに講じること。

・身体拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を定期的に開催し、その結

果について従業者に周知徹底を図るとと

もに記録（議事録等）を整備。

・必要な項目を盛り込んだ身体拘束等の

適正化のための指針の整備。

・身体拘束等の適正化のための研修を定

期的に実施するとともに、その記録（議

事録等）を整備。

p.52~

p.55

虐
待
の
禁
止

虐待の防止のための対策を検討す

る委員会の定期的な開催、虐待防止

責任者の設置、従業者への定期的な

研修を実施していない。

以下の措置を速やかに講じること。

・虐待の防止のための対策を検討する委

員会を定期的に開催し、その結果につい

て従業者に周知徹底を図るとともに、記

録（議事録等）を整備。

・虐待の防止のための研修を定期的に実

施するとともに、その記録（議事録等）

を整備。

・担当者（虐待防止担当者）の配置。

p.50~

p.52
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過去の実地指導において、これまで指摘が多かった事項に関しても掲載します。

こちらに関しても、適正な事業運営の参考にしてください。

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

勤
務
体
制
の
確
保

（
従
業
者
の
出
退
勤
の
管
理
等
）

従業者の出退勤を確認するための

書類の作成状況が不適切である。

タイムカード、出勤簿等により、法人役

員や管理者等も含め全従業者の出退勤

を確認できる書類を整備すること。

なお、鉛筆書きは不可。

p.82

他事業所の業務にも従事している

従業者や職務を兼務している従業

者について、それぞれの勤務時間

等が不明確である。

事業所ごとに、原則として月ごとの勤務

表を作成し、従業者の日々の勤務時間、

常勤・非常勤の別、職務の内容、管理者

等との兼務関係等を明確にすること。

管理者が複数の業務を兼務してお

り、管理業務に支障が生じている。

管理者が同一敷地内にあるほかの事業

所の職務に従事する場合は、その管理す

る事業所に支障がない場合に限られて

いることに留意し、勤務体制を見直すこ

と。

重
要
事
項

説
明
書

利用料金や加算の記載が誤ってい

るなど重要事項説明書の内容に不

備がある。

重要事項説明書は、利用料金や各加算の

説明等利用申込者がサービスを選択す

るために必要な重要事項を正確に記載

すること。

受
給
者
証
の

確
認

受給者証に、事業者が記載すべき

必要な事項が記載されていない。

利用契約を締結するときには、受給者証

により支給決定内容を確認のうえ、受給

者証に必要な事項を記載すること。

個
人
情
報
保
護

従業者の秘密保持に対する措置が

とられていない、又は、措置が不

十分である。

従業者が在職中及び退職後にわたって、

正当な理由がなく、業務上知り得た利用

者又はその家族の秘密を漏らすことが

ないよう雇用時に取り決め、雇用契約書

に記載する、誓約書を徴する等の必要な

措置を講ずること。

p.9

利用者及びその家族の個人情報の

使用について、文書にて同意を得

ていない。

サービス担当者会議等において、利用者

及びその家族の個人情報を用いる場合

には、あらかじめ文書により利用者及び

その家族の同意を得ておくこと。

p.97
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問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

身
体
拘
束
廃
止
の

取
り
組
み

緊急時やむを得ない理由があると

は考え難い場合においても身体拘

束を行っている。

やむを得ず身体的拘束等を行う場合は「切迫性」「非

代替性」「一時性」の３要件を満たしているかについ

て、組織として判断した上で行い、当該拘束に係る

記録（下記参照）を残しておくこと。 p.52~

p.55
やむを得ず身体拘束等を行う場合、

その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況等を記録していない。

やむを得ず身体拘束等を行う場合は、その態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況、並びに緊急や

むを得ない理由その他必要な事項を記録すること。

※拘束廃止未実施減算対象(H30.4-)

感
染
症
防

止
対
策

感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための措置がとられて

いない。

感染症などがまん延しないよう、マニュアルを整備

するなど必要な措置を講ずること。

p.35~

p.36

事
故

事故発生防止のための対策が不

十分。

（事故防止対策の検討や従業者

への周知が不十分、研修の未開催

等）

事故が発生した場合には、発生時の状況等を分析

し、発生原因を明らかにして、再発生を防ぐため

の事業所としての具体的な対策を講じるととも

に、従業者の研修を行うなどサービスの質の向上

に努めること。

p.9

p.37

変
更
届

設備、管理者、運営規程などが変

更になった際に変更届が提出さ

れていない。

届出事項に変更があった際には、県へ変更届出書

を10日以内に提出すること。
p.18

そ
の
他
の
日
常
生
活
費

日用品費や教養娯楽費など「その他

の日常生活費」を入所者から一律に

徴収している。
その他の日常生活費として利用者から徴収できるも

のは、利用者等の希望・選択によって身の回り品・

教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提

供する場合に係る費用(実費相当額)であるので、利

用者等が希望・選択したことが確認できる書類を整

備しておくこと。また、費用の根拠も明確にしてお

くこと。

p.69

日用品費や教養娯楽費など「その他

の日常生活費」の徴収に当たって、

利用者の当該便宜についての同意

等、当該者の選択により提供してい

ることについて書面で確認できな

い。

「その他の日常生活費」として徴収

することが不適当な物品が含まれ

ている。
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【訪問系サービス共通】

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

所
要
時
間
の

記
載

計画に所要時間が記載されていな

い。

計画には目標及び具体的なサービス内容

とともに、所要時間についても記載するこ

と。

p.78

加
算
算
定
等

緊急時対応加算について、要請の

あった時間、要請の内容の記載が

ないなど、記録に不備がある。

緊急時対応加算の対象となる居宅介護の提

供を行った場合は、要請のあった時間、要

請の内容、当該居宅介護等の提供時間及び

緊急時対応加算の算定対象である旨等を記

録すること。

初回加算について、サービス提供

責任者が初回又は初回の居宅介護

等を行った月に訪問又は同行訪問

していないケースがあった。

初回加算は、新規に居宅介護等計画を作成

した利用者に対して、サービス提供責任者

が初回又は初回の訪問介護を行った月に

訪問又は同行訪問した場合に算定できる

ものであるため、初回又は初回のサービス

月にサービス提供責任者が訪問又は同行

訪問せずに初回加算を算定した事例につ

いて、介護給付費の返還を行うこと。

従
業
者
要
件

旧２級ヘルパー・居宅介護職員初

任者研修課程修了者等をサービス

提供責任者として配置して、当該

者が作成した居宅介護計画に基づ

いて居宅介護を行う場合に、所定

単位数を算定していた。

所定単位数の30%を減算すること。

介護福祉士資格を取得しているサービス

提供責任者の配置に努めること。

p.148

行動援護・同行援護のサービス提

供責任者・従業者が基準上必要な

研修を受講していない。

研修修了者を配置すること。

※同行援護は経過措置期間が終了したの

で、未受講者が行ったサービスは請求不

可。

p.152

p.154

行
動
援
護
支
援
計

画
シ
ー
ト

行動援護サービス利用者の支援計

画シート・支援手順書等が適切に

作成されていない。

支援計画シート・支援手順書等を、サービ

ス提供責任者等による指揮の下、適切に作

成すること。

※支援計画ｼｰﾄ等未作成減算対象(H30.4-)

p.154
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【日中活動系サービス・障害児通所支援共通】

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

加
算
算
定
等

送迎車の運行記録簿等が作成され

ていないため、送迎加算Ⅰの算定

可否を確認できない。

送迎車の運行、利用者の乗降の記録を正確

に作成し、加算の要件を満たすことを常に

確認すること。

p.99

自宅以外の場所と事業所の間で送

迎を行う場合、事業所の都合によ

り自宅以外の場所が送迎先とされ

ている。（放課後等デイサービスで

学校と事業所間を送迎する場合を

除く）。

自宅以外の場所（特定の場所）と事業所の

間について送迎を行う場合は、事前に利用

者と合意のうえ、特定の場所を定め、その

旨については利用者と文書により取り決

めること。

延長支援加算につき、営業時間内

の支援について算定していた。

※営業時間＝基準上必要な従業者

を配置して利用者・児童を受け入

れる体制を整えている時間（≒サ

ービス提供時間帯）

延長支援加算は、営業時間の前後の時間

（すなわち営業時間外）における支援を評

価しており、営業時間内の支援は算定しな

いこと。

p.135

欠席時対応加算を算定する場合、

欠席した利用者に対する支援状況

等を記録していない。

欠席時対応加算を算定する場合は、欠席し

た利用者に対して行った支援内容等を記

録すること。併せて、欠席する旨の連絡の

あった日時等を記録すること。

p.98

福祉専門職員等配置加算Ⅰを算定

しているが、従業者数が要件を満

たしていない。

従業者数の変動があった場合は、本体報酬

の適否だけでなく、福祉専門職員等配置加

算の適否についても確認し、要件を満たし

ていないことが判明した場合は、直ちに届

出を行い、適正な加算の算定を行うこと。

p.103

短期入所利用中に、同施設・事業所に

おいて日中活動系サービスを利用した

が、食事提供体制加算については、短

期入所においても日中活動系サービス

においても算定している。

左記のような場合、食事提供体制加算はい

ずれか一つのサービスにおいてのみ算定

可能であり、重複して算定できないため、

自己点検の上、報酬を返還すること。

福祉専門職員配置加算について、

多機能型事業所の場合は全てのサ

ービス種別の直接処遇職員を合わ

せて要件を満たさなければいけな

いが、一部サービスのみで計算し

ていた。

多機能型事業所において福祉専門職員配

置加算を算定する場合、全てのサービス種

別の直接処遇職員を合わせて計算し、算定

要件を満たすかどうか確認すること。

p.103
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【生活介護】

【児童発達支援・放課後等デイサービス】

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

医
師
配
置

配置すべき医師を嘱託医により

確保しているが、嘱託契約後、嘱

託医の事業所における勤務実態

が全くない。

医師については各事業所の利用者の特性等

に応じて配置すべきものである。このため、

健康管理や相談、基本的診療等のために必要

な配置が必要であり、一律に勤務すべき具体

的時間等は示すことはできない。

しかしながら、配置という以上は、毎月１回

程度の勤務は求められると想定され、事業所

における勤務実態が全くないことは想定さ

れないことに留意すること。

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

人
員
配
置

児童発達支援管理責任者の障害児

者・児童福祉の実務経験が３年未

満。（基準違反）

児童発達支援管理責任者が不在を届け出る

こと。不在となった翌々月に補充できなか

った場合には児童発達支援管理責任者欠如

減算を算定すること。個別支援計画が未作

成の利用児童について計画未作成減算を算

定すること。

p.74

p.86

利用児童の人数に応じた、保育

士・児童指導員・障害福祉経験者

（うち、半数以上は保育士・児童

指導員）を配置していない

基準違反となった翌月（又は翌々月）から

人員欠如減算を算定すること。

p.86

p.114

児
童
指
導
員
等
加
配
加
算

定員10人の事業所で、児童指導員

等加配加算を算定しているが、そ

の日の実利用者数が11人いるにも

関わらず、基準配置に加えて加配

対象の職員１人の配置を行ってい

ない。

定員10人の事業所では、その日の実利用者

が11人となった場合、児童指導員等は基準

上３人必要。加配加算を算定するには、さ

らにもう１人の児童指導員等の配置が必要

であり、この追加配置がない場合は、日単

位で加算の算定ができないので注意するこ

と。
p.128

児童指導員等加配加算を算定して

いるが、指導員等の欠勤等により、

指導員が人員基準上必要とされる

人数しか配置されていない日があ

る。

支援の強化という加算の趣旨を鑑み、サー

ビス提供日は毎回、サービス提供時間帯を

通じて人員基準に加えて、１人以上の指導

員または児童指導員等を配置すること。
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問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

家
庭
連
携
加
算

家庭連携加算を算定しているが、

個別支援計画への位置付けがな

く、さらに同加算に係る記録が漏

れていたものがあった。

家庭連携加算を算定する場合においては、個

別支援計画への位置付け（理由、時間帯など

の明記）をした上で、家庭訪問の際の記録を

行い、実績の所要時間等を明確にしてくださ

い。

自
己
評
価
等
未
公
表

支援の質について自己評価及び保

護者からの評価を実施して、評価

と改善の内容を公表していない。

指定基準、ガイドラインに従って、おおむね

１年に１回以上、事故評価・保護者からの評

価の内容及び改善の内容を、インターネット

を利用して公表してください。

p.122

延
長
支
援
加
算

延長支援加算を算定する場合、当

該利用者の障害児支援利用計画

（間に合わない場合には個別支援

計画）にその必要性等の位置づけ

がされていない。

延長支援加算を算定する場合は、運営規程に

定められている営業時間（＝基準上の職員を

配置して、利用児童を受け入れる体制を整え

ている時間帯）が８時間以上であり、当該営

業時間の前後において基準上配置すべき職

員を１人以上配置した上で支援を行うこと。

また、延長支援が必要なやむを得ない理由に

ついては、原則として障害児支援利用計画へ

記載してもらうよう依頼すること。

p.135

営業時間が８時間未満であるにも

かかわらず、延長支援加算を算定

している。

定
員
の
遵
守

利用定員に100分の150を乗じて得

た数を超え、16名の利用があった

日の請求について、定員超過減算

を行っていなかった。

1日の障害児の数が、利用定員に100分の150

を乗じて得た数を超える場合は、当該日、ま

た、過去3月間の障害児の延べ数が、利用定

員の数に３を加えて得た数に開所日数を乗

じて得た数を超える場合（利用定員10人の場

合）に、当該1月間、障害児全員につき減算

を行う必要があります。過去に遡って自主点

検を行い、通所給付費を返還したうえで再請

求を行ってください。

なお、事業者は、災害、虐待その他やむを得

ない事情がない限り、利用定員を遵守してサ

ービスの提供を行ってください。

さらに、恒常的に定員が超過する場合は、定

員を増やす、利用希望を適切に調整し、やむ

を得ない場合は受け入れを断るなど、適切な

対応をしてください。

p.88
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【日中活動系サービス（就労系）共通】

【就労継続支援Ｂ型】

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

施
設
外
就
労
の
要
件

施設外就労の作業内容について、施

設外就労先の企業（発注元の事業所）

との請負契約が確認できなかった。

施設外就労先の企業（発注元の事業所）と

は、国通知（「就労移行支援事業、就労継

続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事

項について」平成19年４月２日障障発第

0402001号５(2)④）の規定に留意した請負

作業に関する契約を締結すること。

p.189施設外就労を行っている利用者につ

いて、個別支援計画にその旨の位置

づけを行っていない。

施設外就労を行う場合は、個別支援計画に

施設外就労の必要性等を位置付けること。

施設外就労を行っている利用者につ

いて、訓練目標に対する達成度の評

価等を行っていることが記録上確認

できない。

施設外就労の対象については、適時訓練目

標に対する達成度の評価等を行ったこと

が記録上確認できるようにすること。

施
設
外
支
援

の
要
件

施設外支援を行っている利用者につ

いて、日報を作成していない。

利用者又は実習受入事業者等から、利用者

の状況について聞き取ることにより、日報

が作成されていること。

p.184

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

水
準

生産活動の利益と比較して、工賃の

支給金額が過大であり、給付費から

の持ち出しとなっている。

生産活動の利益の確保に努めること。工賃

の支給水準を見直すこと。
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【就労継続支援Ａ型】

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

個
別
支
援
計
画

就労継続Ａ型の実施にあたり、国

から示された個別支援計画の書式

を使っていない。

障害指導班のホームページから、（国）

指定就労継続支援A型における適正な運

営に向けた指定基準の見直し等に関す

る取扱い及び様式例に係る通知をダウ

ンロードして、内容を確認すること。

ｐ.157

賃
金
の
支
払

最低賃金の減額の特例許可の期間

を過ぎているにも関わらず、新たに

許可を受けることを怠っている。

早急に労働基準監督署に相談の上、申請を

行うこと。

短
時
間
利
用
減
算

平均利用時間の算出をしていない。

平均利用時間（過去３か月における利用者

のうち、雇用契約締結利用者の延利用時間

を当該利用者の延べ人数で除したもの）が

一定の時間数を下回る場合は、報酬減算が

必要であるので、利用者の利用時間、利用

人数等を正確に記録し、減算とならないこ

とを確認すること。また、減算の要件に達

した場合は、適切に減算を行うこと。

運
営
規
程

Ａ型の運営規程に、生産活動に係る

内容、賃金（工賃）並びに労働時間

（作業時間）の記載がない。

Ａ型の運営規程には生産活動の内容、労働

時間・作業時間、月給・日給・時間給等に

ついて記載すること。

p.158

賃
金

生産活動の利益の中で利用者に対

する賃金を支払うことができない

ため、給付費からの持ち出しになっ

ている。

改善計画を作成し、計画に基づく事業の改

善に努めること。経営改善の見込みがない

場合には指定の取り消しや停止を含めた

勧告・命令の検討の対象となる。

p.157

情
報
公
表

情報公表が行われていない。

貸借対照表・事業活動計算書・就労支援事

業活動計算書・就労支援事業別児童活動明

細書、主な生産活動の内容、平均月額賃金

等をホームページで公表すること。

p.159
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【共同生活援助】

【入所系共通】

【障害者支援施設】

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

加
算
算
定
等

夜間支援等体制加算(1)の算定に

あたって、算定対象者の個別支援

計画に、夜間支援の内容が位置づ

けられていない。

夜間支援等体制加算(1)を算定するにあたっ

ては、夜間支援の内容について、個々の利用

者ごとに個別支援計画に位置づけること。
p.199

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

加
算
算
定
等

特段の事情はないが、入所者全員

に対して栄養ケア計画が作成され

ていない。

栄養ケア・マネジメントは、原則として入

所者全員に対して実施すべきものであり、

栄養ケア計画を入所者全員に対して作成す

ること。

栄養マネジメント加算につき、栄

養状態のモニタリングが適切に行

われていない。

栄養マネジメント加算に関する栄養状態の

モニタリングは、低栄養状態のリスクの高

い者については概ね２週間毎、低栄養状態

のリスクが低い者については概ね３か月毎

に行うこと。

問題の状況 改善指導内容・助言内容 備考

重
度
障
害
者
支
援
加
算
Ⅱ

夜勤職員配置体制加算と重度障害者

支援加算(Ⅱ)を算定しているが、夜

勤時間帯において、夜勤職員配置体

制加算に必要な配置しか行っていな

い。

例えば、もともと夜勤者３名で夜勤職員

配置体制加算を算定している事業所の

場合、重度障害者支援加算（Ⅱ）を算定

するには、夜勤者３名に加え、１人４時

間程度の加配をする必要がある。なお、

この場合、元々いた夜勤者３名が強度行

動障害支援者養成研修（基礎研修）修了

者であれば、個別に４時間程度支援をす

れば個別加算分の算定が可能。

p.199

p.210
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